




























ない（Geerds, Vernehmungstechnik, 5. Aufl. 1976, 98）。自白は、『苦労して闘い取られ






　いつか、被疑者は、『王手をかけられる』べきである（Herren, Arch. f. Krim. 1977, 
131.）。尋問の目的を果たすために。被疑者は、慣れていない環境で、支援を受けるこ
となく、励ましてくれる人がいないような場所で、できるだけ警察署で、他の人の立
















大学の学位論文において立法手続を詳細に記述した（Kroth, Die Belehrung des Be-




行しなかったことを証明した（Wurf, Strafprozessuale und kriminalpraktische Fragen 






































の緊急援助について報告した（Anwaltsblatt 1990, S. 432.）。この経験報告および特に
Michael Bohlander のザールブリッケンの学位論文から、この緊急援助の組織と結
びついた問題に関する重要な情報を見いだすことができる（Bohlander Verteidiger-
notdienst im strafprozessualen Ermittlungsverfahren 1992.）。
　それは、直ちに取り扱われ、また回答が出されるべきである。立法者の活動に決
して期待すべきではないであろう」（趣旨）



































し、通説的見解によれば BGHSt 38, 214 の原則に準じて適用されねばならない。と
いうのは、黙秘権に対する考慮は、全て弁護人との相談権についても当てはまるか
らである（Kleinknecht/Meyer-Goßner 42. Aufl. (1995), §136 Rn 20 a; Beulke StrafprozeßR, 
2. Aufl. (1996), Rn 469; Eisenberg Persönliche Beweismittel in der StPO, 1993, Rn 66; Ranft 
StrafprozeßR, 2. Aufl. (1995), Rn 1692; Roxin StrafverfahrensR, 24. Aufl. (1995), §24 Rn 37; 
Strate/Ventzke StV 1986, 30; Ransiek Die Rechte des Beschuldigten in der Polizeiverneh-
















56, 37; LR-Hanack 24. Aufl. (1989), §136 Rn 21; S. auch Rogall Der Beschuldigte als Beweis-







る状態に置かれるべきである（参照せよ。KK-Boujong 3. Aufl. (1993), §136 Rn 14; LR-
Hanack、前掲 Rn 29; Gundlach Die Vernehmung des Beschuldigten im Ermittlungsverfah-




























らないということだけであった（BGHSt 38, 372, 373; Kleinknecht/Meyer-Goßner、前掲 
Rn 10；これについては、Strate/Ventzke StV 1986, 31）。この点において文献において
は、『適当な期間後、原則的に数日後に』新しい手続期間を取り決める必要性が指
摘されている（KK-Boujong 前掲；SKStPO-Rogall、前掲 Rn 37；同旨 KK-müller、前掲 §
136 a Rn 28；LR-Rieß、前掲 §136 a Rn 81.）。逮捕されまたは勾留されている被疑者に
は、新たな勾引が命じられなければならない、とする（LR-Hanack 前掲、Rn 29）。警
察は、弁護人との接触を妨げてはならないだけではなく、電話機の利用を許したり
（Eisenberg 前掲；Kleinknecht/Meyer-Goßner 前掲 Rn 10；LR-Lüderssen 前掲、§137 Rn 
70.）、弁護人から応答があったと伝えたり（LR-Lüderssen 前掲、§137 Rn 65.）または
被疑者が弁護人となろうとする者と立会人なしに相談できる場所を用意したりして
（LR-Lüderssen 前掲、§137 Rn 66; Schubart Die Vernehmung im Ermittlungsverfahren, 
1983, S. 147.）それを積極的に促さなければならない、とする。当該事件において国
選弁護人（刑訴法141条）の選任の可能性を指摘する意見もごくまれにはある
（SKStPO-Rogall 前掲、Rn 35; KMR-Müller 前掲）。
　明らかに我々の議論は、アメリカのおよそ30年前のものである。アメリカでは、
弁護人がついていない場合には供述は利用できないとする、いわゆる『ミランダ警
告』は長い間確定した判例となっている（Wortlaut bei Lorenz StV 1996, 174；この詳
細は、Ransiek 前掲；同．StV 1994, 343; Rogall in Wolter (Hrsg.), Zur Theorie und Syste-



























ば刑訴法148条も未だ関係しない（Beulke Der Verteidiger in Strafsachen, 1980, S. 237; 















ても弁護人との最初の接触に際しての支援義務は生じるであろう（Eser ZStW 79 
(1967), 605; SKStPO-Rogall 前掲の見解によれば、それ故証拠利用禁止は、刑訴法136条とは
関係がない）。その実質的な内容によれば教示したという事実だけが重要なのではな
く、取調前に、被疑者が弁護人と相談する権利を実際にも行使することができるこ























































































































に Grünwald JZ 1968, 752; Schünemann MDR 1969, 102; Beulke 前掲、Rn 119；同様に最近



























ときにのみ継続することができる（Edwards v. Arizona, 451 U.S. 477 (1981) 参照）とい
うことを要求しており、アメリカ法は、連邦通常裁判所の要求するものを超えてい
ることを言及できたであろう。かくして、例えば被疑者が警察官に『ところでこれ
から私はどうなるのか』（参照 Oregon v. Bradshw, 77 L Ed 2d 405 (1983)；参照 Ransiek 






























的論も含まれている。議論状況については、次のものを参照。Beulke 前掲、Rn 458; Fezer 
StPO, 2. Aufl. (1995), Fall 16 Rn 5; Kühne Strafprozeßlehre, 4. Aufl. (1993), Rn 530; Schlüch-
ter StrafprozeßR, Kernwissen, 2. Aufj. (1995, S. 206; Kleinknecht/Meyer-Goßner 前掲、Einl. 
Rn 55.）。違反の程度に応じた漸進的段階付けは、行われる必要はない。
　弁護人相談権についての教示とこの権利の規則通りの適用についてここで述べた
問題は、刑訴法136条 a の意味での許されない取調べ方法の利用の禁止とは何の関
係もないと述べることは、重要と思われる。各規定は、取調官の非常に問題ある行
動に際して介入する。その点においてもここで評釈する連邦通常裁判所の裁判は、
判例の最近の路線に沿っている。
　残念なことに、連邦通常裁判所は、具体的事件において一方の手で他方の手が正
に提供するものを奪い取っており、そのため弁護人相談権の自由主義的な運用を支
持する、その意見表明が輝きを失い、そして望むらくは使い古されているが、残念
なことに一貫性のない口先だけの、法治国のための信仰告白として本性を現しかね
ない。私見によれば、当該事案において証拠利用禁止は、適用されねばならなかっ
たであろう。というのは、判例の考えるような、そして裁判所の特別な解明義務が
弁護人に転嫁されるような、異議義務は、正当な見解によれば存在しないからであ
る。誤った『矛盾した解決』の検討は、しか──第3者効の問題の検討と同様に
──別の論文に委ねなければならないであろうし、それ故ここでは除外しておかね
ばならない」（趣旨）。
